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当調査研究は、日本の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の認識を定期的に把握するこ

とによって、景気・雇用・生活の動向を明らかにするとともに、政策的諸課題を検討するにあた

っての基礎的資料を得ることを目的とした所内研究プロジェクトである。2001年４月に第１回調

査を開始して以降、年２回（４月・10月）調査を実施している。 

今回の第 15回調査では、トピックス調査項目として「暮らしにおける安全・安心」、を取り上

げた。20歳代～50歳代で有効回答数 774名（有効回収率 86.0％）〔60歳代前半で有効回答数 170

名（有効回収率 85.0％）〕の雇用者から回答があり、以下のような結果を得た。 

 

■ 景気に関する認識は、大きく悪化。 

■ 物価が＜上がった＞＜上がる＞とする割合は、いずれも調査開始以来の最大値を更新。 

■ 男女 20歳代、女性非正社員で健康診断の「未受診」比率が高い。 

■ 週実労働時間が 60時間以上になると疲労の蓄積感が急増する傾向。 

■ 職場における地球環境問題への取組は、製造業で盛ん。 
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